
第第第第２２２２章章章章    主要統計主要統計主要統計主要統計指標指標指標指標－－－－１１１１            

ＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰ（（（（国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産））））    

    

＜＜＜＜いみいみいみいみ＞＞＞＞    

 ＧＤＰ（国内総生産）とは、一定期間（通常１年間）に、一国内の生産活動によっ

て新たに生み出された財・サービスの付加価値額の合計をいう。 
 

＜＜＜＜たとえばたとえばたとえばたとえば＞＞＞＞    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表表表表　　　　2006200620062006年年年年のののの我我我我がががが国国国国ののののＧＤＰ（ＧＤＰ（ＧＤＰ（ＧＤＰ（国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産）（）（）（）（名目名目名目名目） ） ） ） 
表表表表----１１１１　　　　生産面生産面生産面生産面からみたからみたからみたからみたＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰ (単位:10億円)

産出額 中間投入 付加価値額
a b a-b

 1 産    業 894,648.3 427,942.2 466,706.1
　 (1)　農林水産業 13,865.0 6,427.3 7,437.7
　 (2)　鉱    業 1,120.4 615.9 504.5
　 (3)　製 造 業 327,016.5 218,413.7 108,602.8
　 (4)　建 設 業 70,011.1 37,863.0 32,148.0
　 (5)　電気・ガス・水道業 23,225.3 11,792.1 11,433.2
　 (6)　卸売・小売業 96,995.0 28,273.0 68,722.0
　 (7)　金融・保険業 47,774.7 12,556.3 35,218.4
　 (8)　不動産業 67,427.7 6,967.7 60,460.0
　 (9)　運輸・通信業 58,943.6 25,524.3 33,419.3
　(10)　サービス業 188,269.0 79,508.9 108,760.1
 2 政府サービス生産者 63,874.9 16,704.9 47,169.9
 3 対家計民間非営利サービス生産者 14,771.4 4,077.1 10,694.3
 4 輸入品に課される税・関税 5,407.5 - 5,407.5
 5（控除）総資本形成に係る消費税 3,297.9 0.0 3,297.9
 6 帰属利子 - 24,130.6 -24,130.6
 7 合計(1+2+3+4-5+6) 975,404.1 472,854.9 502,549.2
 8 統計上の不突合 6,375.8
　　国内総生産(7+8) 508,925.1

       項          目

表表表表----２２２２　　　　分配面分配面分配面分配面からみたからみたからみたからみたＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰ (単位:10億円)

 1 雇用者報酬 262,617.2 へ（一部は租税・社会保険料として政府へ再分配）

 2 営業余剰・混合所得 93,493.1 へ
一部は利子・配当として家計、政府へ再分配
一部は法人税として政府へ再分配

 3 固定資本減耗 105,971.1 へ

 4 生産・輸入品に課される税 43,645.8 　

 5 (控除）補助金 3,178.0
 6 統計上の不突合 6,375.8 ＧＤＰのすべては、家計・企業・政府のいずれかに

　国内総生産(1+2+3+4-5+6) 508,925.1 分配されて所得となり、消費または貯蓄される。

表表表表----３３３３　　　　支出面支出面支出面支出面からみたからみたからみたからみたＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰ (単位:10億円)

 1 民間最終消費支出 290,719.0 注 ： 四捨五入の関係上、内訳項目を合計したものは、

 2 政府最終消費支出 89,958.0 　　総額と一致しない場合がある。

 3 国内総固定資本形成 119,415.1 ⇒ 内閣府「国民経済計算年報（平成20年版）」による。

 4 在庫品増加 2,484.4
 5 財貨・サービスの輸出 81,756.3
 6（控除）財貨・サービスの輸入 75,407.8
　国内総生産(1+2+3+4+5-6) 508,925.1
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＜＜＜＜かんどころかんどころかんどころかんどころ＞＞＞＞    

１１１１....ＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰ（（（（国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産））））とととと経済成長率経済成長率経済成長率経済成長率    

(1) ＧＤＰとは（表） 

   企業等の生産者は、労働者や機械を使い、他の企業から原材料、電気・ガス、

輸送サービスなどを購入して、財貨やサービスを生産する。この生産された財貨

やサービスの額（産出額）から原材料、電気・ガス、輸送サービスなど他の生産

者から購入した分（中間投入額）を差し引いた額がその生産者の新たに生み出し

た付加価値であり、その一国の合計額がＧＤＰ（Gross Domestic Product）であ

図図図図２２２２　　　　三面等価三面等価三面等価三面等価とそのとそのとそのとその循環循環循環循環
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図図図図３３３３　　　　国民所得国民所得国民所得国民所得のののの諸概念諸概念諸概念諸概念（（（（2006200620062006年年年年、、、、名目名目名目名目）　　）　　）　　）　　
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　平均成長率（実質）

　　約6.8%　　　　　　10.5%　　　　 8.6%　　　　　　 9.5%　　　　　　4.2%　　　4.8%　　　　4.9%　　　　　　　3.5%　　　　　　　3.4%　　　　　　　　　0.3%　　　　　　0.9%          2.1%

注 ： 山の高さは平均成長率を２倍したものであり、成長率そのものではない。平均成長率は谷から谷を採用し、一部は見込みで計算した。
⇒ 内閣府「需要項目別時系列表（連鎖方式）」及び「国民経済計算長期時系列データ」により作成
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る。 

   GDP は、国連の基準（SNA：System of National Accounts）に基づいて体系化

された国民経済計算によって推計される。（現在は 93年に国連が加盟各国に導入

を勧告した基準(93SNA)に基づいて推計されている。） 

 

(2) 経済成長率（図１） 

   景気の善し悪しを判断するとき、その基本的な判断材料となるのが経済成長率

である。経済成長率は GDPの伸び率を意味し、通常、対前年（度）比、あるいは

対前期（四半期）比で示される。一般的に、経済成長率は、物価の変動による影

響分を除去した実質値を用いて算出される。 

    

２２２２....三面等価三面等価三面等価三面等価 

 GDP は、定義上、付加価値の合計である「生産面」（供給面）からみても、各経

済主体に分配された後の「分配面」からみても、最終生産物への支出の合計である

「支出面」（需要面）からみても、等しくなる（表、図２）。 

 

(1) 分配面からみたＧＤＰ（表－２） 

    生産者が生み出した付加価値（GDP）は、そのすべてが家計、企業、政府のい

ずれかに分配されて所得となり、消費されるか、貯畜される。 

    具体的には、「雇用者報酬（賃金、俸給）」が家計へ、「営業余剰・混合所得

（企業の営業余剰・個人企業の所得) 」が企業へ、「固定資本減耗」が企業及び政

府へ、そして「生産・輸入品に課される税から補助金を控除したもの」が政府へ

と分配される。     

さらに、雇用者報酬の一部は所得税や社会保険料として政府に支払われ、営業

余剰・混合所得の一部は利子・配当として家計及び政府へ、あるいは法人税とし

て政府に支払われる（再分配される）。 

    なお、固定資本減耗は会計上の減価償却費にあたるが、現実には生産者の手許

に残るため、貯蓄とみなすことができる。 

 

(2) 支出面からみたＧＤＰ（表－３） 

   付加価値の合計額（GDP）は、一定期間に国内で生産された最終生産物の合計

額に等しいともいえる。最終生産物とは総生産物から中間消費（企業が生産する

ために必要な財・サービスで、原料、燃料、輸送サービス、用紙類など）を差し

引いたものであり、家計及び政府によって購入される消費財・サービスや企業等

によって購入される資本財などがある。 

 

 



(3) 三面等価と在庫 

   GDP は生産、分配、支出の三面が等しくなるものとして定義されているが、現

実の経済において、生産主体と需要主体が異なるため、生産された財・サービス

が常に生産者の計画どおりに販売されるわけではない。実際の供給と需要の不一

致を埋めるものは在庫である。例えば、売れ残りがあれば在庫増として、生産よ

りも販売が多ければ在庫減として計上される。在庫の増減が需要サイド(支出面)

に計上されることによって、三面等価が成立＊1 することになる。 

    

３３３３....ＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰのののの諸概念諸概念諸概念諸概念    

(1) 名目ＧＤＰと実質ＧＤＰ 

   GDP は市場価格をベースに推計されるため、物価変動の影響を受ける。この物

価変動の影響を取り除いたものが実質ＧＤＰ、取り除かないものが名目ＧＤＰで

ある。また、名目値から実質値を算出するために用いられる価格指数をデフレー

ターといい、実質値＝名目値÷デフレーターとなる。 

   なお、デフレーターと実質ＧＤＰの計算方法は、従来、ある特定の年を基準年

としていた方式（固定基準年方式）がとられていた。しかし、この方式は、基準

年から離れるほど価格や数量のウエイト構造が不適切になり、特に技術革新（品

質向上）のスピードが早く、価格低下が大きいＩＴ関連財の急速な普及に伴い、

バイアスが拡大している可能性が指摘されるようになった。このため、04 年 11 月

に、基準年を前年とし、それらを毎年積み重ね接続していく方式（連鎖方式）に

変更された。  

 

(2) 速報と確報 

  GDPの公表は、大別して四半期別速報（ＱＥ：Quarterly Estimates）と年（度）

確報の 2つがあり、それぞれ内閣府から公表される。 

QE は直近の経済情勢を分析するのに欠かせないものであり、1次速報値が当該

四半期の１か月と２週間程度後に公表されており、原系列と季節調整系列につい

て、実数（名目・実質）や、前期比、前年同期比、年率表示＊2 の成長率などが表

されている。なお、推計資料上の理由から国内総生産（支出側）が GDPとして公

表されている。 

また、年（度）確報は、当該年度の翌年の 12月に、生産、分配、支出それぞれ

の系列の各種計数が公表されている。 

 

４４４４....国民所得国民所得国民所得国民所得のののの諸概念諸概念諸概念諸概念（（（（図図図図２２２２））））    

 GDP は生産者の国籍を問わず、国内で生産された付加価値の総計である。一方、

国民総所得＊３ （ＧＮＩ：Gross National Income）は生産の場所が国内であれ、国

外であれ、日本人が受け取った所得の総額を表す。 



ＧＮＩ＝ＧＤＰ＋海外からの要素所得(純)＊４  ←(純は出入の差引き) 

 

また、GNI から固定資本減耗を引いたものを市場価格表示の国民所得 (ＮＩ：

National Income)といい、市場価格表示の国民所得から生産・輸入品に課される税

を差し引いて補助金を加えたものを要素費用表示の国民所得(ＮＩ)という。  

 

ＮＩ(市場価格表示)＝ＧＮＩ－固定資本減耗 

ＮＩ(要素費用表示)＝ＮＩ(市場価格表示)－生産・輸入品に課される税＋補助金 

 

 一般に国民所得というと、要素費用表示の国民所得を指すことが多いが、GDPや

GNI等の国民経済計算上の付加価値総額をいう場合にも用いられることもある。 

                                       

＊１ 三面等価が成立：実際には、三面で推計資料や推計方法が異なるため､｢統計上の不突合」で 

調整している。 
＊２ 年率表示：前年(期、月)比は、それが仮に１年間同じ率で推移すると仮定して、年率換算 

で表示することがある。年率表示の実質国内総支出の伸び(経済成長率)Ｇは、瞬間風速と呼ば

れ、次の計算式で求められる。 

Ｇ＝{(当期の実数÷前期の実数)４－１}×100(実数は四半期データである。) 

＊３ 国民総所得(ＧＮＩ)： 93SNA により国民総生産(GNP：Gross National Product)から用語

変更された。先進国では GDP が主流であるのに対し、我が国では長らく GNＰが重視されて

いたが、近年は、国内の景気動向を把握するには経済主体の国籍にかかわらず、国内のすべて

の経済活動を対象としたほうがよいとの観点から、GDP が重視されている。 
＊４ 海外からの要素所得：海外で労働することで得られた給与・報酬と海外への投資や貸付によ

って得られる配当や利子。 
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11月

平成３年
(91年)
２月

平成５年
(93年)
10月

51ヵ月 32ヵ月 83ヵ月
平成３年
(91年)

１～３月

平成５年
(93年)

10～12月

第12循環
平成５年
(93年)
10月

平成９年
(97年)
５月

平成11年
(99年)
１月

43ヵ月 20ヵ月 63ヵ月
平成９年
(97年)

４～６月

平成11年
(99年)

１～３月

第13循環
平成11年

(99年)
1月

平成12年
(2000年)

11月

平成14年
(02年)
1月 

22ヵ月 14ヵ月  36ヵ月 
平成12年
(2000年)
10～12月

平成14年
(02年)

１～3月 
⇒内閣府資料による。
注：(　)は、西暦

期　　　間 (参考)四半期基準日付

景気基準日付景気基準日付景気基準日付景気基準日付

谷 山 谷


